
1. 目的と背景

　近年、日本では高齢化が急速に進行し、高齢
者の単独世帯や、高齢者のみの世帯が著しく増
加している。そうした中で、孤立化を防ぎ地域
との関わりを深める点から高齢者の活動を支援
する取り組みの必要性が指摘される。
千葉県に目を向けると、平成 26 年度 4 月
現在、千葉県内の 65 歳以上の高齢者人口は
1,487,511 人であり、高齢化率は 23.8％で
ある。今後、2025 年には高齢化率は 30％、
2035 年には 33.5％となることが予想されてい
る。
　一方、少子化に伴って小学校では余剰教室が
発生している。現在、千葉県内の小学校余剰教
室数は 1,905 室であり、そのうち学校施設以
外への活用が 317 室、社会福祉施設への活用
が12室と、直接高齢者の活動に利用されるケー
スは非常に少ない現状にあり、これらの活用方
法については充分な議論がなされていない。こ
うした社会情勢の変化から学校施設を社会福祉
施設等の様々な地域施設と複合化させる取り組
みが文部科学省で推進されている。既往研究に
は公立小学校と高齢者福祉施設の複合化に関す
る研究など、特定の学校の使われ方の事例報告
は多い傾向にあるが、小学校施設の地域開放に
関して統計的に分析したものは無い。
　以上のことから、今後、高齢者の居場所とし
ての小学施設の活用の可能性について考察し評
価していくことが、高齢化社会における重要な
課題である。しかし現状としては、小学校施設
の地域開放（以下、学校開放とする）の実態は
把握できていない。
　そのため、本研究では先ず、小学校施設が高

2. 研究方法

　学校開放については、文部科学省等によって
統一の運用方法が無く、様々な行政部署や団体
が管理している。そのため、先ずは行政の各関
係部署等にヒアリングをすることで実態を把握
する必要がある。
　具体的な方法として、千葉県内で学校開放を
積極的に行い、小学校施設を利用した就学以外
の地域活動（以下、地域活動とする）が活発に
行われているエリアを調査対象とするため、各
市町村の教育委員会にヒアリング調査を行う。
　次に、教育委員会の回答結果を基に、アンケー
ト調査を行う。調査対象を、教育委員会が地域
活動を積極的に推進している ( 以下、a とする )
地域と教育委員会が地域活動の実態を把握して
いる（以下、b とする）地域に分類し、個別に
学校開放での活動実態を明らかにしていく。

2-1. 教育委員会へのヒアリング調査

　千葉県各市町村の教育委員会全 54 団体に対
し電話によるヒアリング調査を行う。調査期
間は、2014 年 5 月 20 日～ 6 月 17 日である。
調査項目は、「学校開放の有無」、「学校開放の
され方」の二項目とする。
　学校開放の有無に関しては、前述の a、b に
該当する地域の把握状況を聞き、学校開放のさ
れ方に関しては、b の補足として、地域活動の
実態把握の程度を知るために、活動内容、活動
時間帯、管理運営方式等を聞く。
　なお、学校開放が活発に行われるエリアの絞
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表 1  アンケートの概要

表 2  小学校施設の開放状況

り込みと教育委員会の実態把握の程度を確認す
ることが目的のため、ヒアリング調査は口頭で
の自由回答法とした。

2-2. 公立小学校へのアンケート調査

　前述の a、b に該当する地域の公立小学校に
対してアンケート調査を行う。アンケート項目
に関しては表 1 に示す通りである。
　アンケートでは、小学校長もしくは教頭等の
管理職に就く職員に対し、
A. 小学校施設を地域に開放する理由と経緯
B. 活動への受け入れ対象者と活動内容
C. 施設内での活動場所及び地域活動専用の教
室の有無
の三項目について把握するため、細目された質
問 12 項目にわたり回答してもらう。
　A では、実際に学校開放に至るまでに、何の
働きかけが大きく影響するのかを把握するた
め、 4 項目から選択してもらう。
　B では、小学校側が地域活動への受け入れ対
象者及びグループ（以下、活動対象者とする）
や地域活動の内容（以下、活動内容とする）を
絞り込むことに対してどの程度関心があるのか
を把握するため、3 項目から選択してもらう。
　C では、現在行われている地域活動に余剰教
室がどの程度利用されているのかを把握するた
め、5 項目を設定し、具体的な地域活動の場所

（以下、活動場所とする）を把握する。また、
地域活動専用の部屋があると回答のあった小学

校には、室名と活動内容を記入してもらう。

3  教育委員会へのヒアリング調査の結果

　2-1. の手順に基づきヒアリング調査を行った
結果を表 2 に示す。回答状況は、有効回答 54
件のうち有益であったものが 12 件である。
　a に該当する地域（以下、グループⅠとする）
は、市川市、勝浦市、君津市、山武市、富津市、
茂原市の計 6 市である。
　次に、b に該当する地域（以下、グループⅡ
とする）は、我孫子市、白井市、館山市、千葉
市、松戸市、一宮町の 5 市 1 町である。
　また、鴨川市、木更津市、四街道市、袖ヶ浦
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表 3  活動対象者の割合

図 1  学校開放のきっかけ 図 2  参加できる地域活動の属性 図 3  活動場所の割合

市、野田市、南房総市、いすみ市、長南町、御
宿町、長生村の計 7 市 2 町 1 村においても学
校開放の情報が得られたが、校庭の使用や、学
校行事参加型といった、本研究の目的に直接繋
がらない事例であったため、2-2. のアンケート
調査対象から除外した。
　学校開放のされ方については、一部の担当者
が個人的に把握している場合を除き、教育委員
会として実態を把握している事例は見られな
かった。

4  小学校へのアンケート調査の結果

　2-2. の手順に基づき行った、項目 A の調査
結果を 4-1. に、項目 B の調査結果を 4-2. に、
項目 C の調査結果を 4-3. に示す。3 章のヒア
リング調査結果から、調査対象はグループⅠ及
びグループⅡに該当する 11 市 1 町の公立小学
校全 130 校である。
　回答状況は全 130 件のうち有効回答 54 件
で、そのうち回答不可が 12 件である。残りの
76 件に関しては現在返答待ちの状況である。
また、本研究では得られた結果をあくまで統計
的に処理することが目的のため、具体的な小学
校名は伏せ、自治体名とアルファベットの組み
合わせで置き換えることとする。

4-1. 小学校施設の開放理由と経緯

　図 1 に示す通り、学校開放を行う要因につ
いては、行政側からの依頼という回答が 42 件
中 35 件と一番多くを占めていた。その内の約
9 割はグループⅠに含まれる市であった。次
点で住民からの要望という回答が多く 42 件中
12 件であり、学校独自の判断で学校開放を始
めたという事例は 1 件のみであった。

　次に、学校開放の最終決定者については、教
育委員会を含む行政という回答が 42 件中 30
件と一番多く、次点で学校長等の学校責任者と
いう回答が 42 件中 13 件という結果となった。
　以上のことから、学校開放には教育委員会を
含む行政の働きが大きく影響していることが考
えられる。学校独自の判断で学校開放された事
例は少なく、公立小学校を管理する行政が決定
しなければ学校開放されにくい現状にあると言
える。

4-2. 活動対象者と地域活動の内容

　活動対象者については、表 3 に示す通り、
各小学校の判断により決定していることが明ら
かとなった。また、地域ごとの傾向差も見られ

回答小学校数 42 校回答小学校数 42 校回答小学校数 42 校
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表 4  地域活動専用の教室事例

ず、同じ市内でも各小学校によって活動対象者
が異なる結果となった。
　次に活動内容については、図 2 に示す通り、
就学時間外の遊びや学童保育といった児童主体
の活動が 42 件中 23 件、地域住民が余剰教室
や専用に用意されたサロンを利用して行う地域
交流系の活動などが、42 件中 5 件となった。
一方で、体育館やグラウンドで行うことができ
るバレーボールやバスケットボール、体操、野
球、サッカー　といったスポーツ系の活動や、
文化系の活動は 42 件中 36 件と活発に行われ
ている。
　以上のことから、学校開放における活動対象
者については、行政側の指導は無く、各小学校
の判断に任せられていて、統一した運用の仕組
みが無いことが明らかになった。また、活動内
容を絞り込むことに関心は薄く、学校開放を行
うか否かの決定に深い関心があると言える。

4-3. 活動場所と地域活動専用の教室

　地域活動の場所については、図 3 に示す通り、
余剰教室の使用事例は 42 件中 6 件とあまり見
られず、体育館とグラウンドの活用が 42 件中
40 件と大半を占めていた。また、地域活動専
用の教室は表 4 に示す通り、42 件中 11 件が
所有していた。
　つまり、同じ県内においても地域のとらえ方
が異なり、学校開放のプロセスも異なれば実態
も変わってくることが分かる。

5. まとめ

　1）実際に学校開放を積極的に行う小学校へ
の調査から、学校開放に至るきっかけとして、
教育委員会等の行政の働きかけが深く関係して
いることが分かった。学校独自の判断では学校

開放されにくいことから、教育委員会等のきっ
かけづくりが必要であると言える。また、学校
開放を積極的に行っていない自治体の教育委員
会が学校開放に関わっていないことは、改善し
ていく必要があると言える。
　2）活動対象者や活動内容、管理運営方式等
の具体的な運用方法は、学校開放を進める行政
が関与しない傾向にあり、実態に関しても一部
担当者が個人的に把握している場合を除き、把
握していない。また、学校側も学校開放を行っ
た後の運用方法に関しては、学校自体のルール
づくりをしておらず、個別の裁量で決定してい
る実態が見えてきた。
　3）学校開放は、「地域開放」という一括し
た言葉で説明されるが、地域という言葉のとら
え方が行政や小学校ごとに異なることが分かっ
た。開放のプロセスや活動実態が自治体ごとに
異なり、学校開放には地域性が非常に深く関係
していることが分かった。

＜注釈＞
＊ 1）総務省統計局の国勢調査 ( 平成 26 年度 4 月現在 ) による。
＊ 2）国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人口 ( 平成 25 年度 3
月推計 ) による。
＊ 3）文部科学省の余裕教室の活用方法に関する調査による。
＊ 4）文部科学省の学校施設整備指針策定に関する調査研究協力者会議の学校
施設整備に係る都市化に伴う諸課題に関する調査研究による。
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